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等はガス標的において 3He(d, p)4He 反応を 5keV 程度の低エネルギー領域まで広げ、測定され
た結果が高エネルギーからの外挿値よりも大きく、その増幅度はエネルギーを下げるに従って
















究が行われた [1, 2, 3]。それらの研究の中に非常に奇妙であり、未だ解決されいていない問題が
存在する。
[2]の中でYoshidaは、液体 Indium中に置ける異常な d+d反応を報告している。液体 In 中
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での d+d 反応は、固体 In 中とは大きく異なる様相を示し、そのエネルギースペクトルも異
常なものであった。観測された陽子のスペクトルを図 1.1に示す。左が液相時、右が固相時の
E = 70keV,D+, θ = 125oでの d(d,p)t反応のスペクトルであるが、形状もピークの位置も大き
く異なっている。また、[2]の中で入射エネルギー 0keV 付近での、d(d,p)t反応の数桁以上の反
応断面積の増大も報告されている。報告された反応断面積の増大の様子を図 1.2に示す。桃色








は d+d反応は生じていないのだろうか？本研究の目的は液体 In中での d+d反応の振る舞いを
調べることである。
図 1.1: 報告された液体 In中での d(d,p)t反応の protonエネルギースペクトル (左：液相、右：
固相)。横軸はADCのChannel数、縦軸はCount数である。




























































∼ 10−3 ≪ 1 (2.1.6)
という近似を用いた。
1/Eの部分は、断面積が核の波束の大きさ πλ2（λは de Broglie 波長）に比例すること、すな
わち、







































式 (2.1.2)の透過確率の部分を P (E)と表すと、このような遮蔽効果が存在する場合の透過確
率 Ps(E)は遮蔽効果が無いときの透過確率 Pb(E)と遮蔽ポテンシャル Usを用いて、
Ps(E) = Pb(E + Us) (2.2.2)














∼ σb(E + Us)
σb(E)
(2.2.4)











図 2.3に、d+d反応における増加率を、Us = 100, 500, 1000eV それぞれの場合に対して示す。
Us = 100eV ではEcmが 5 keV以下にならないと、ほとんど反応率に影響がないが、Us = 500eV
などではEcmが 20 keV程度から差が見え初め、より低いエネルギーでは反応率が著しく増大
している事がわかる。















× 2× ZpZT × ϵH (2.2.7)
となる [22]。MT , ZT、及びMp, Zpはそれぞれ標的核と入射核の質量と原子番号、ϵH は水素原
子の 1s状態の束縛エネルギーである。
2.2. 遮蔽効果 11
図 2.3: 遮蔽ポテンシャルによる反応率増大の例。緑は Us = 100eV、赤は US = 500eV、青は
Us = 1000eV での増大率。横軸は重心系のエネルギーである。





UAs = ϵT − ϵUA (2.2.8)
となる。ここで、ϵT , ϵUAはそれぞれ標的原子の電子の束縛エネルギー及び融合核の電子の束縛
エネルギーである。これまでにガス標的や LiF などの絶縁体標的を用いて, 実験的に求められ
た遮蔽ポテンシャルの値と断熱近似による計算値をTakigawa 等がまとめたものを表 2.1[23]に
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表 2.1: これまでに実験によって求められた遮蔽ポテンシャル (Exp.) と断熱近似による計算値










電荷 Zeの粒子が伝導電子の海の中におかれた時に生じるクーロンポテンシャル ϕ(r) は、ポア
ソン方程式：
∇2ϕ(r) = −4πZeδ(r)− 4πeδn(r) (2.2.9)
と表される。ここで、δn(r)は電荷 Zeの粒子によって誘起された電子密度の変化である。この
密度変化は、平衡条件







から求められる。ここで、ϵ0F は電荷 Zeが存在しない場合の一様電荷密度 n0でのフェルミエネ
ルギーであり、ϵF (r)は局所的なフェルミエネルギーである。ϵF (r)を n0の周りで一次の項まで
テイラー展開すると、式 (2.2.11)は、
ϵF (r)− eϕ(r) ≃ ϵ0F +
dϵ0F
dn0
(n(r)− n0)− eϕ(r) = ϵ0F (2.2.12)
となる。式 (2.2.11)から dϵ0F/dn0 = 2ϵ
0
F/3n0であるから、電子密度の変化 δn(r)は、




















































注目する原子核が電荷 Ze を持つとすると、周りの電荷 Zione を持つ荷電粒子により遮蔽さ
れた静電ポテンシャル ϕ はポアソン方程式
∇2ϕ(r) = −4πZeδ(r)− 4πZioneδρ(r) (2.2.19)
で表される。ここで、δρ(r)は注目する原子核の存在により誘起された荷電粒子の密度変化であ
る。熱力学的に平衡にあるとすると、この密度変化 δρ(r)はBoltzmann分布を用いて、



















































D + D → 32He + n + 3.27MeV (3.1.1)
D + D → 31T + p + 4.03MeV (3.1.2)
D + D → 42He + γ + 23.8MeV (3.1.3)
の３つのチャンネルが存在するが、その分岐比は原子核が裸の状態でのDD反応において、
（3.1.1）:（3.1.2）:（3.1.3）≈ 1 : 1 : 10−7とされる。これは（3.1.1）と（3.1.2）が強い相互作
用で起こり、（3.1.3）が電磁相互作用で起こるためである。（3.1.1）と（3.1.2）の分岐比はCecil
によってまとめられており、図 3.1に示す [15]。図 3.1はD(d,p)T反応とD(d,n)3He反応の収量
比のエネルギー依存性を表しており、横軸は重心系のエネルギー、縦軸は収量比である。本研
究のエネルギー領域 (Ed ≤ 20)では収量比はほぼ１である事が分かる。
図 3.1: Cecilがまとめた、D(d,p)T反応とD(d,n)3Heの収量比率。








与える。例として，Ed = 10± 0.5keVの時、断面積の不確かしさは∆σ/σ ∼ 40%である。従っ
て，エネルギーロスなどの系統誤差を減らす努力が必要となる。
Krauss等 [14]は系統誤差が大きくなる窓材を使わずにガス標的を用いることに成功し、重心
系のエネルギーで 2.98 ∼ 162.5 keV の範囲で S-factorを求めている。測定結果を図 3.2に示す。
aはD(d, p)T 反応、bはD(d, n)3Heについての測定データである。測定データを二次関数で fit
し S-factorを求めており、
D(d,p)T : S(E) = 52.9 + 0.019E + 1.92× 10−3E2 [keV · barn]
D(d,n)3He : S(E) = 49.7 + 0.170E + 2.12× 10−3E2 [keV · barn]
を得ている。図の実線は fitの結果である。





d(d,p)t反応や d(d,n)3he反応はスピン１の粒子 2つからスピン 1/2の粒子が２つ生じる反応
のため、粒子の放出方向に角度分布を持つ。角度分布はルジャンドル多項式により










(x2 − 1)n (3.3.2)
DD反応は入射チャンネルにおいて同種ボソンの関与する反応であるため、角度分布は θ = 90o
で対称となり、偶数次のルジャンドル多項式のみで表される。D(d,p)T反応の角度分布はKrauss
等 [14]により測定されおり、測定結果を n=4の項までで fitし a2, a4の値を求めている。その結
果を図 3.3,3.4に示す。図 3.3は入射エネルギーごとの角度分布を表していて、Ed = 15keV で
はほとんど核分布がないが、Ed = 50keV では θ = 0oと θ = 90oで約 40%程度の違いが出てい
ることがわかる。
本実験のエネルギー領域 (E ≤ 20keV )では、角度分布は二次の項までで十分に表現でき、
W (θ) ∼ 1 + a2
2
(3 cos2 θ − 1) (3.3.3)
である。
図 3.4の値は表 3.1のように与えられており、本研究では、0 ≤ Ecm ≤ 60の範囲をfitし、得た
D(d,p)T : a2 ∼ 0.043E0.55cm
D(d,n)3He : a2 ∼ 0.054E0.61cm
を使用する。
図 3.3: Krauss が測定した D(d.p)T反応（左）と D(d,n)3He反応（右）の角度分布の fitの様
子。角度は重心系だが、エネルギー Edは実験室系で示されている。
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図 3.4: Krauss が測定したD(d.p)T反応 (上)とD(d,n)3He反応 (下)の a2のエネルギー依存性。
それぞれ 0 ≤ Ecm ≤ 60の範囲で fitを行っている。








運動エネルギーをEi、粒子の進行方向を θi, ϕi、反応のQ値 (= mA +mB −mC −mD)をQと
する。粒子Aの進行方向を θA = 0, ϕA = 0と固定したとき、粒子CのLab系における運動エネ
ルギーは以下の式で表される。
EC(EA, EB, θB, ϕB, θC , ϕC) = ECCM
{√





























cos θ′ = −
√
2mBEB sin θB sin θC cos (ϕC − ϕB) + cos θC
(√









図 3.5は標的粒子が制止している (EB = 0keV )際のEA = 20keV での protonエネルギーの放
出角度依存性である。固体金属を標的にした際の d(d,p)t反応の protonエネルギーはこのよう
になる。
図 3.5: EA = 20keV、粒子B静止時 (EB = 0keV )の Protonエネルギーの放出角依存性。
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図 3.6は標的粒子が制止している (EB = 0keV )際の θC = 124o(青),142o(赤)の時の、proton
エネルギーの入射エネルギー依存性である。後述するが、θC = 124, 142oは本実験おいて検出
器を設置している角度である。固体金属を標的にした際の d(d,p)t反応の protonエネルギーは
このようになる。
図 3.6: 粒子B静止時 (EB = 0keV )のProtonエネルギーの入射重陽子エネルギー依存性。赤線
は θC = 142o、青線は θC = 124oである。
図 3.7は標的粒子がEB = 20keV で運動しており、EA = 20keV の時に θC = 142o,ϕC = 0oに
放出されるprotonエネルギーの標的粒子の運動方向依存性である。赤がϕB = 0o,青がϕB = 180o
である。ϕBの向きにより、CM系のLab系における進行方向が変わるため、標的粒子が運動し
てる際は ϕBに対する依存性が生じる。
図 3.7: EA = 20keV,EB = 20keV, θC = 142o, ϕC = 0oの時の Protonエネルギーの、標的粒子

























(1 + 2γ cos θCM + γ
2)3/2
|1 + γcosθCM |
(3.5.2)
cosθCM = −γ sin2 θLab + cos θLab
√
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であり、現在では式 (4.1.2)に密度補正や、殻補正など様々な補正項が取り入れられている [16]。






















の速度 vが、電子の最高速度 VF よりも遅い場合、一度の衝突で変化する速度は v程度である




































































































源にはふらつきが 0.01% 以下の精度で 80 kV の電圧が供給出来る電源が使用されている。イオ













































る。これは、DD反応の角分布が打ち消される角度として θ = 124°となるように設定をした。
ここで、θは入射ビームに対する検出器中心の角度である。
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これらをまとめると以下の３つの条件となる。
• Geometry1 θ = 124o, rd = 44mm, rAl = 4mm
• Geometry2 θ = 124o, rd = 53mm, rAl = 13mm













• Geometry1 Ω = 1.75%
• Geometry2 Ω = 1.23%




























モジュールを用いた。PC によってCAMAC Output Register(テクノランドC-RP202) の出力
を制御し、ビームの電流測定用のFaraday Cup の出し入れと、超音波装置の電源 on-off を制御
している。制御は以下の表に示すように行った。





表 5.1: Faraday Cup と超音波電源の制御。Back Ground と Fore Ground 間は Faraday Cup






ADC(ORTEC 社製 AD811、Peak Sensitive 型) に入力することで Si検出器のエネルギー情報
を得た。また、 RESERCH PULSER(ORTEC 社製 448)を用いて Si検出器のOutputに似せた
信号を作り、同じPre-Amp.のTEST入力に 5Hzで入力し、ゲイン変化の指標とした。ADCの
ゲートは同 L.A. のBipolar出力を Discriminator で論理信号に変換し、それをGate Generator
に入力することで発生させた。
また、PCによるデータ収得時間 (～200µsec/event)はGate Generator に vetoをかけ、ADC




カップによって計測された電荷量は、Current Integrator(ORTEC 社製 439) によって積分さ
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れ、10−7Cごとに+5V, 500nsecの信号を出力する。この信号を Inverter と Attenuetor を経由





ラウンド時は、Live time を計測するために ADC の Gate に veto がかかっている時は、同様
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図 5.9: カレント及び時間の測定に用いた回路図。信号は基本的に上から下に進むが、一部の
そうでは無い部分には信号の進行方向を矢印で示した。LeCroy G.G. はファラデーカップの制














時の収量の時間変化を図 5.11に示す。これは F.C.が故障している時期に測定した、固体 In標



















































ρ = 7.15− 8.36× 10−4T (5.7.1)
と求めている。ここで、Tは温度であり、摂氏で表されている。本研究において、測定はT ∼ 230o
及び T ∼ 380oで行われた。式 (5.7.1)を高温側に外挿し、それぞれの測定時の密度を求めると














ひどい場合には U.S. off のスペクトルにも固体ピークが見えるようになる。
図 5.12は Inが清浄な際に得られる d(d,p)t反応のスペクトルであり、U.S. の on/off でスペク
トルに違いは見られない。また、図 5.14の (a)は Inが清浄な際の放射温度計の読みであり、こ
ちらにもU.S. on/offによる違いは見られない。
図 5.13は Inが軽度に汚染された際に得られる d(d,p)t反応のスペクトルであり、U.S. の on/off
でスペクトルに明らかな違いが生じている。U.S. on時に見えているのは汚染膜で生じている






とで Inが清浄かどうかを判別することができる。そして In が汚染されていた際は、ビーム照
射とU.S.照射を繰り返すことで表面に汚れが集まり、それを汚れをスクレーパーで除去するこ
とによって清浄な液体 In 標的を得ることができた。
図 5.12: Inが清浄な時のProtonのスペクトル。左が U.S. offで、右が U.S. onである。スペク
トルに大きな違いは見られない。
42 第 5章 実験セットアップ
図 5.13: Inに軽微な汚染が存在する時のProtonのスペクトル。左が U.S. offで、右が U.S. on
である。スペクトルに大きな違いがあり、onの方には汚染物質による固体ピークが見えている。
図 5.14: 放射温度計の読みの変化。(a)が Inが清浄な時で、(b)が軽度に汚染されている時の
ものである。また、青線はU.S. on/off が切り替わった時間を示している。(a),(b)ともにBeam








図 6.1: 液体 In標的時に得られた protonのエネルギースペクトル。各列はGeometryによって
分けられており、左からGeometry1,2,3である。各行ごとに入射エネルギーが異なっており、上
からD+3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。
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図 6.2: 液体 In標的時に得られた tritonのエネルギースペクトル。各列はGeometryによって分
けられており、左からGeometry1,2,3である。各行ごとに入射エネルギーが異なっており、上
からD+3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。
図 6.1、図 6.2は液体 In標的時にD+3 ビームを使用した際に観測されるd(d,p)t反応の典型的な
エネルギースペクトルである。図6.1はprotonのエネルギースペクトルであり、図6.2はTritonの
エネルギースペクトルである。各列はGeometryによって分けられており、左からGeometry1,2,3
である。各行ごとに入射エネルギーが異なっており、上からD+3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。
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3. Indiumの密度は融点時の密度である 7.02 g/cm3。
4. Indiumは充分厚く (10µm)、イオンが突き抜けることはない。
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図 6.6: Geometry3において、Ed = 20keV の時にディテクターに入射するアルミ膜からの陽子
のエネルギー分布の計算値と測定されたスペクトルの比較。
















• Geomery1,2 Mean+ σ ≤ Ep ≤ Mean+ 3σ














る必要がある。10keV、D+3 のデータを取得するのにかかった時間は約 139× 103secであり、そ
の Protonのスペクトルの範囲は 2910～3060keVである。その範囲での宇宙線のバックグラウ
ンドは (4.3± 2.5)× 10−3count/1000secであり、10keV、D+3 の測定中のバックグラウンドの数
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Tritonのピークが 210ch、パルサーのピークが 1520chになるように下式の α、βを決め、決
定した α、βで同様の補正を Protonのピークにも行った。
CH′Triton = α(CHTriton + β) = 210



























Ed = 20keV, θ = 142
o のときのEp − ϵp及びEt − ϵt分布を図 6.15に示す。
図 6.15: 計算から得た Ed = 20 keV, θ = 142oの時のD(d,p)T反応による Protonエネルギー分






この計算から、Ed = 20 keV,Geometry3のときのAl膜通過後のTritonピークのエネルギーは
707.95keV、Protonのピークのエネルギーは 2858.40keVであることがわかった。前セクション
で求めた各ピークのCH数を使うと、エネルギーとCH数の換算式が求まる。
Energy = 3.028 ∗ CH+ 72.09 [keV]
Energy = 3.113 ∗ CH+ 54.32 [keV]
同様な計算からEd = 60 keV,Geometry1の時はTritonピークが672.80keV、Ed = 20 keV,Geometry2
の時には 741.50keVであるため、それぞれの Tritonピークの chが 199.3ch、222.0chになるよ
うに零点とゲインの補正を行った。変換後の測定値と計算値の比較を図 6.17に示す。
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に見えるのは、おもに測定系の分解能によるものである。図 6.18に、Geometry3, 30keV,D+3 ,固
体 In時の,計算によって求めたスペクトルと、測定により得られたスペクトルを示す。測定され









For Proton : σ =
√
24.12 − 14.32 = 19.4 [keV ] (6.1.3)
For Triton : σ =
√
27.72 − 14.92 = 23.4 [keV ] (6.1.4)
本研究におけるスペクトルの計算では、上記の分解能を用いる。
図 6.18: Geometry3, 30keV,D+3 ,固体 In時のエネルギースペクトル。左が計算値であり、右が
測定値、上がProtonで下がTritonである。赤い線は測定値をガウス関数で fitした結果である。








らD+3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。全てのエネルギー、Geometryで同様に幅が広く、非対称
性の大きいスペクトルが観測されている。
図 6.19: 液体 In標的時に得られた protonのエネルギースペクトル。各列はGeometryによっ
て分けられており、左からGeometry1,2,3である。各行ごとに入射エネルギーが異なっており、
上からD+3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。
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図 6.20: 液体 In標的時に得られた tritonのエネルギースペクトル。各列はGeometryによって
分けられており、左からGeometry1,2,3である。各行ごとに入射エネルギーが異なっており、上
からD+3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。
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6.1.5 固体 In標的時のスペクトルとの比較
液体、固体 In標的を用いて得られた、d(d,p)t反応のエネルギースペクトルの比較を図 6.21
に示す。図はGeometry3, E=60keV, D+3 の時の測定データであり、左が proton、右が tritonの
スペクトルである。黒いスペクトルは液体 In標的時であり、赤いスペクトルは固体 In標的時
である。Inの状態によりスペクトルが大きく異なっていることが分かる。
図 6.21: Geometry3(θ = 142o),E = 60keV,D+3 時の、In標的の状態別のスペクトル。左が
Proton、右がTritonであり、黒が液体 In標的、赤が固体 In標的を表している。
固体 In時のスペクトルはEd = 20keV の入射重陽子と静止重陽子による２体の d+d反応で理
解することができる。しかし、液体 In時のスペクトルは明らかに固体時と異なっており、それ
では理解することはできない。
液体時のスペクトルが、固体時と同様にEd = 20keV の入射重陽子と静止重陽子による反応で
あるとすれば液体時のピークエネルギーEp～3050keV は図 3.5から分かるように、θ ∼ 80oに
対応する。これは検出器が設置されている角度 θ = 142oと大きく異なっている。



















図 6.22: Geometry3のE = 60keV,D+3 (左上)、E = 40keV,D
+



























































































図 6.23: スペクトルの重心 (左)及び幅 (右)。上は Protonで、下はTritonである。図中の黒は
Geometry1,赤はGeometry2,緑はGeometry3を表し、丸のプロットは液体標的、三角のプロッ
トは固体標的である。赤と緑のラインはそれぞれ計算から求めた θ = 124o及び θ = 142oの時
の固体標的時のスペクトルの重心である。































(E < A2 && f(E) ≥ 0)
0 (otherwise)
(6.2.1)
fitの結果を使い、A2− 1A4 ≤ Energy ≤ A2+2A3を積分範囲とした。この範囲は両端で f(E) ∼ 0
となる範囲を示している。図 6.24に、fitの例とその積分範囲を示す。左図が Triton、右図が
Protonのスペクトルであり、赤線が式 6.2.1による fitであり、青線が fitにより決定された積分
範囲である。また、統計が少なく fitが困難なものについてはスペクトルを見て個別に積分範囲
を決めた。また、ここで決めた範囲は重心や幅を計算する際の範囲にも用いた。
















で fitを行っており、赤いラインはA2 = 44.39としEd = 20keV でNormalizeしたものである。
詳しい計算は付録に示すが、固体標的時の収量のエネルギー依存性は A2 = 44.39とした赤の
ラインに近似される。液体 In標的に対する fitの結果は protonが θ = 124oでA2 = 14.1± 0.1、
θ = 142oでA2 = 14.4± 0.1、tritonが θ = 124oでA2 = 13.8± 0.1、θ = 142oでA2 = 14.3± 0.2
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図 6.28: E = 60keV,D+3 ,Geometry2の収量の温度依存性。赤いラインは測定データを 0次関数
で fitした結果である。ビームカレントは全ての測定で約 20µAである。
対比として、測定から得られた固体 In標的時の収量のビームカレント依存性を図 6.29に示
す。Geometry3,E = 30keV,D+3 のデータを使用しており、縦軸が protonの収量であり、横軸が





図 6.29: 固体 In標的時、Geometry3,E = 30keV,D+3 の収量のビームカレント依存性。
6.2.4 収量の入射粒子依存性
収量の入射粒子依存性を示す。Ed = 20keV の測定を三種類の分子状態で行っており、それ
ぞれの収量は以下の様になった。
• 60keV,D+3 7.09± 0.10 [count/mC]
• 40keV,D+2 2.808± 0.071 [count/mC]





• 60keV,D+3 2.36± 0.03 [count/pmC]
• 40keV,D+2 1.404± 0.036 [count/pmC]




+ ∼ 70 : 42 : 1となる。
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図 6.30: 液体 In標的時、Geometry3,Ed = 60keV,D+3 の収量の入射粒子の分子状態依存性。左
















Liquid:Solid ∼ 1:15 (E = 60keV,D+3 )
– 固体時と比較して、入射エネルギーの減少に伴う収量の減少が非常に緩やかである。
Y ∝ exp (−A/
√






∼ 1 : 1.7 [count/pmC]
























に従う。ここで、平均運動エネルギーは 1.5kbT である。標的重陽子は In中に一様に分布し、そ
れらの標的重陽子とビームによる入射重陽子による d(d,p)t反応の Thick-target Yieldを計算
した。
図7.1に計算により求めたエネルギースペクトルの一例を示す。プロットされている黒点は測定









標的の温度を kbT = 0.3Edとした際の、収量のエネルギー依存性を図 7.3に示す。緑は測定値
であり、Geometry3のものである。青線は固体標的時 (=標的が静止)、赤線は標的重陽子が熱
運動をしてる際の収量の計算値であり、Ed = 10keV で測定値と一致するように Normalizeし
ている。各色のラインは Y ∝ exp (−A/
√
Ed)で書かれており、
• 液体標的 A ∼ 14.4
• 熱運動 A ∼ 24.7













kbT ∼ 0.3Edである必要があった。これは温度にして 107 ∼ 108K 程度となり、熱運動と呼ぶ
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7.2.2 収量の各種依存性

















であるとき、約 14eVである。これは本実験の最低入射エネルギーEd = 3.3kV に比べても非常
に小さく、無視できる。Indiumに入射した後も、運動量の保存から 2つの重陽子は同一の方向
に進行し続ける。その際、各重陽子は Indium中を進行することによるエネルギー損失をする
が、電子によるエネルギー損失では質量の違い (md ≫ me)から重陽子の進行方向はほとんど変
わらないため、２つの重陽子の位置関係は保たれたままである。その後、どちらか片方の重陽
子が Indium原子核との弾性散乱をすることにより進行方向が変わり、ようやく２つの重陽子














































最小の角度であり、今回は θmin = 10°と固定して計算を行った。(dEn−1/dx)Inは In進行によ
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るエネルギーロスであり、(dσ/dΩ)Rutheは Inとの弾性散乱の微分散乱断面積である。これらの
式については後に詳しく示す。
Inを dx進行する間に重陽子が θ, ϕ方向に In(d,d)In反応によって散乱される微小フラックス
dF ′nは、







として計算される。この微小フラックス dF ′nは次に生じる d(d,p)t反応の入射フラックスとな
る。散乱された重陽子Aと散乱されずに進行し続けている重陽子Bによる d(d,p)t反応により、
Θ,Φ方向に放出される陽子の微小収量は、
d2Yn(En, θ, ϕ,Θ,Φ) = dF
′










ある。また、この際の放出陽子のエネルギーEp(En, θ, ϕ,Θ,Φ)は式 (3.4.1)で求められる。各ス
テップに置ける収量は、d2Ynを θ, ϕについて全方位について積分し、Θ,Φを検出器の有感領域
について積分することによって求まる。θが小さいと重心系のエネルギーも小さくなり、収量
にほとんど寄与しなくなるため、実際の計算では θ ≥ 10°についてのみ積分を行った。θ ≥ 10
°としても良いということは後に示す。最終的な全収量は全ステップの収量を足し合わせるこ
とで得られる。
図 7.6: Cooperative Colliding Model のステップ毎のフラックス及びエネルギーの概略図。n番







































また、散乱後の重陽子のエネルギーは式 3.4.1を EA = E,EB = 0として、 mA,mC に md
を、mB,mD にmInを代入することで得られる。Indiumの数密度はエネルギーロスと同様に
3.682× 1022 [atoms/cm3]を用いた。
図 7.7は、Indium 中を 1nm 進んだ際にラザフォード散乱をする確率 (左上)、散乱後の運動




図より、Ed = 20keV の重陽子が Indium中を 1nm進んだとき、θ ≥ 10oに散乱される確率は約




２つの重陽子 dA, dB がひとつの電子で束縛され、重水素イオンD+2 を作っていると考える。
また、dA − dB間の距離を rD+2 とし、その値は固定されているとする。
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図 7.7: それぞれ、Indium中を 1nm進んだ際にラザフォード散乱をする確率 (左)、散乱後の運
動エネルギー (中)、散乱角に対するCM系のエネルギー (右)を表している。
従って、球殻を重陽子の層と見なしたとき、その面密度は (N − 1)/(4πr2
D+N
)である。ここで、
Nは 1つの分子中に含まれる重陽子の数である。H+2 の原子間距離は 1.06 Åであることから、
D+2 でも同様であるとし、rD+2 =1.06Å として面密度 ρD+2 を計算すると、
ρD+2 ∼ 7.1× 10
14 [atoms/cm2] (7.3.7)




ρD+3 ∼ 2.0× 10
15 [atoms/cm2] (7.3.8)
が求まる。








ように規格化を行っており、収量の議論をする際は、Eb = 20keV で収量が等しくなるように、
スペクトルの議論をする際は各エネルギーごとに計算値に定数を掛け規格化している。Rをパ
ラメータとした計算結果と測定結果のヒストグラムの比較を図 7.8に示す。赤線がCooperative





また、Rをパラメータとしたときの計算値の収量を図 7.9に示す。図は Ed = 20keV 時の収量
のR依存性を表しており、横軸がR、縦軸が収量である。赤線が計算値であり、青線は測定に
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より求めた E = 60keV,D+3 時の収量である。収量の計算値は Rが小さくなるほど多くなり、
R=0.0001程度で一定となり、その時、測定値にもっとも近づく。
これらのことより、R ≤ 0.0001とした時、計算値が実験値をもっとも良く説明する事が分か
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図 7.8: Rをパラメータとした、Cooperative Colliding Model (赤)と測定されたスペクトル (黒)
の比較。全て Ed = 20keV の計算値及び E = 60keV,D+3 の測定値であるが、式 (7.3.2)に用い
たRの値が異なる。Rの値は左上から右下に向かって順にR=1,0.9,0.5,0.1,0.01,0.0001である。
Rの値が小さくなるほど、計算値と測定値の一致が良くなっている。
図 7.9: Rをパラメータとした、Cooperative Colliding Model で計算された収量 (赤線)と測定
により得られた収量 (青線)。Ed = 20keV の計算値及び E = 60keV,D+3 の測定値であり、式
(7.3.2)に用いたRの値による収量の変化を表している。R=0.0001程度から一定となる。
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計算結果と測定値の比較
図 7.10に R=0.0001の時の、d(d,p)t 反応の計算結果と、測定結果の比較を示す。赤で書か
れているのが計算されたスペクトルであり、黒点でプロットされているのが実験値である。な
お、先述したように計算されたスペクトルの高さは各エネルギーごとに計算結果と実験値で収
量が等しくなるように規格化されている。E = 30, 45keV のスペクトルでは非常に良く一致し
ているが、E = 15, 60keV においてピークの位置が約 30keVほどずれている。しかし、形状や
エネルギーは良く一致しており、ピーク位置、幅の広がり、非対称性などの特徴を全て再現し
ている。また、収量もEd = 20keV に置いて、計算値 : 測定値∼1:1.2であり定量的にも実験結
果を説明できている。







Ed = 15keV の時の、放出陽子のエネルギーEpと、各ステップへの入射エネルギーEnの二次











YCalc(Us = 0eV )
(7.3.9)
f(20keV ) = 1.0 (7.3.10)
である。ここで、αは２式目を満たすためのNormalize factorである。図の緑点は測定値であ
り、4色のラインはそれぞれUs = 0eV (黒)、300eV (赤)、500eV (桃)、700eV (青)とした計算値で
ある。これらのラインと測定値を比較するとUs = 500eV (桃)がもっとも良く一致している。現
状ではこれ以上細かい区切りでの計算は行われておらず、非常に Preliminaryではあるが、今
回の方法で得られた遮蔽ポテンシャルは 500eV程度とする。また、Us = 500eV とすると、収
量はEd = 20keV に置いて計算値 : 測定値∼1:1.04であり、より良い一致が得られる。
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図 7.10: 測定されたスペクトル (黒) と、計算値 (赤) の比較。エネルギーは左上から
60, 45, 30, 15keV,D+3 である。
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図 7.11: Ed = 20keV の時の、放出陽子のエネルギーと In(d,d)Inによる弾性散乱の散乱角度 θ
の２次元プロット (左図)。右図は左図を y軸側に射影したものであり、θと θ方向に散乱した
粒子による収量を示している。
図 7.12: Ed = 15keV の時の、放出陽子のエネルギーEpと、各ステップへの入射エネルギーEn
の二次元プロット。
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図 7.13: 遮蔽ポテンシャルごとの fの比較。緑点は測定値された収量 (Yexp)をUs = 0eV として
計算された収量 (YCalc(Us = 0eV ))で割り、Ed = 20keV で 1となるようにNormalizeしたもの
であり、4色のラインはそれぞれ YCalc(Us = XeV )/YCalc(Us = 0eV )をEd = 20keV で 1となる
ようにNormalizeしたものである。下から順にX=0eV(黒)、300eV(赤)、500eV(桃)、700eV(青)
である。
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7.3.4 Cooperative Colliding Model のまとめ
Cooperative Colliding Model を用いることにより、定性的、定量的に全ての実験事実を説明
することができた。
現段階では常に R = 0.0001とし、液体金属中では In(d,d)In反応により散乱した重陽子の
99.99%が多重散乱などにより再び反応に寄与するとした計算結果がもっとも良く実験値を再現








そして、非常にPreliminary な解析ではあるが、図 7.13に示すように、液体 In中の d(d,p)t







液体 indium 中での d+d反応の異常な振る舞いの解明のため、液体及び固体 Indium 内にて










これらの実験事実からCooperative Colliding Model を考案し、定性的、定量的に実験事実を
説明することに成功した。実験事実がCooperative Colliding Model で定量的に説明できたこと
から、液体 In中には静止重陽子標的はほぼ存在しないことが分かる。また、非常に preliminary
なものではあるが、液体 Indium 中での d(d,p)t 反応の遮蔽ポテンシャルUsを求め、その値は








































P 1CM ′ +
−→
P 2CM ′ = 0である系とする。




























































ECM ′ ≡ EACM ′ + EBCM ′
=



























































EC(EA, EB, θB, ϕB, θC , ϕC) = ECCM ′
{√



















cos θ′ = −
√
2mBEB sin θB sin θC cos (ϕC − ϕB) + cos θC
(√





















































CM系は CM’系の z軸を CM’系における粒子 Aの進行方向に変更した系である。従って、
CM’系における粒子Aの進行方向を θACM ′ , ϕACM ′とすると、CM’系からCM系への変換は以
下の回転行列で与えられる。
R =
cos θACM ′ 0 − sin θACM ′0 1 0
sin θACM ′ 0 cos θACM ′

 cosϕACM ′ sinϕACM ′ 0− sinϕACM ′ cosϕACM ′ 0
0 0 1
 (9.2.4)
粒子CのCM’系における進行方向を θCCM ′ , ϕCCM ′、CM系における進行方向を θCCM , ϕCCMと
したとき、式（9.2.4）を用いて、
tanϕCCM =
sin θCCM ′ sin (ϕCCM ′ − ϕACM ′)
cos θACM ′ sin θCCM ′ cos (ϕCCM ′ − ϕACM ′)− sin θACM ′ cos θCCM ′
(9.2.5)
cos θCCM = sin θACM ′ sin θCCM ′ cos (ϕCCM ′ − ϕACM ′) + cos θACM ′ cos θCCM ′ (9.2.6)
が求まる。

































2mBEB sin θB cosϕB (9.2.8)
PCyCM ′ =
√




2mBEB sin θB sinϕB (9.2.9)
PCzCM ′ =
√










































2mCEC sin θC sinϕC +
√













2mCEC sin θC cosϕC +
√











































2mBEB sin θB sin θC sin (ϕC − ϕB)√




















































mBEB sin θB cos θC cos (ϕC − ϕB)− sin θC
(√























































標的重陽子が静止しているならば、重心系のエネルギー Ecm = Ed/2であり、Ed = 20keV
のときの θ = 124, 142o における角分布はW (124) ∼ 1.00、W (142) ∼ 1.06である。従って、





























































• 立体角比 : const.(∼1)
• S-factor : const.
• dE/dx : c
√
E
















図 9.2: θ = 124o(赤)及び、θ = 142o(青)において、式 (9.3.3)を数値積分した結果と式 (9.3.9)
により求めたYieldの比較。Yieldは 20keVでNormalizeしており、それぞれ、2.5%,5.3%以内
に収まっている。
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9.4 測定されたスペクトル
以下にバックグラウンドなどを差し引いた後の最終的なスペクトルを全て示す。
図 9.3: 液体標的、Geometry2の Proton及び Tritonのエネルギー分布。上が Protonで、下が
Tritonである。入射エネルギーは左上から順に E=60,50,45,30keV、D+3。
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図 9.4: 液体標的、Geometry1の Proton及び Tritonのエネルギー分布。上が Protonで、下が
Tritonである。入射エネルギーは左上から順に E=75,60,55,50,45,40,35,30,25,20,15keV、D+3。
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図 9.6: 固体標的、Geometry1の Proton及び Tritonのエネルギー分布。上が Protonで、下が
Tritonである。入射エネルギーは左上から順に E = 60keV,D+,E=60,45,30keV,D+3 である。
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図 9.7: 固体標的、Geometry2の Proton及び Tritonのエネルギー分布。上が Protonで、下が
Tritonである。入射エネルギーは左上から順にE=60,55,50,45,40,35,30keV,D+3 である。
9.4. 測定されたスペクトル 99









E [keV ] Beam Geometry Ne [mC] Np NBack Yp
75 D3 1 16.76 172 ± 14 25 ± 4 10.24 ± 0.81
60 D3 1 98.02 862 ± 40 122 ± 27 8.79 ± 0.41
55 D3 1 67.20 481 ± 29 111 ± 19 7.16 ± 0.44
50 D3 1 84.28 557 ± 38 156 ± 29 6.61 ± 0.45
45 D3 1 330.06 2105 ± 59 240 ± 38 6.38 ± 0.18
40 D3 1 101.45 486 ± 33 103 ± 25 4.79 ± 0.33
35 D3 1 144.49 535 ± 32 78 ± 22 3.70 ± 0.22
30 D3 1 348.15 1029 ± 34 19 ± 10 2.954 ± 0.097
25 D3 1 228.66 423 ± 26 44 ± 16 1.85 ± 0.11
20 D3 1 339.83 364 ± 20 9 ± 7 1.070 ± 0.060
15 D3 1 393.58 164 ± 13 0 ± 0 0.416 ± 0.033
60 D3 2 849.47 6364 ± 98 670 ± 57 7.49 ± 0.12
50 D3 2 350.26 1960 ± 47 56 ± 15 5.59 ± 0.13
45 D3 2 193.79 894 ± 30 2 ± 2 4.61 ± 0.15
30 D3 2 656.16 1392 ± 37 0 ± 0 2.121 ± 0.057
60 D3 3 688.48 4885 ± 72 644 ± 18 7.09 ± 0.10
55 D3 3 112.00 1046 ± 42 425 ± 27 9.34 ± 0.37
50 D3 3 304.28 1437 ± 38 32 ± 3 4.72 ± 0.13
45 D3 3 389.45 1554 ± 40 20 ± 3 3.99 ± 0.10
40 D3 3 136.94 710 ± 28 65 ± 10 5.19 ± 0.21
35 D3 3 110.84 467 ± 22 17 ± 4 4.22 ± 0.20
30 D3 3 1346.33 2637 ± 51 4 ± 1 1.959 ± 0.038
25 D3 3 367.27 471 ± 22 0 ± 0 1.282 ± 0.059
20 D3 3 263.30 160 ± 13 0 ± 0 0.608 ± 0.048
15 D3 3 524.92 131 ± 11 0 ± 0 0.250 ± 0.022
10 D3 3 761.63 36 ± 6 0 ± 0 0.0473 ± 0.0079
40 D2 3 604.97 1699 ± 43 506 ± 13 2.808 ± 0.071





E [keV ] Beam Geometry Ne [mC] Nt NBack Yt
75 D3 1 16.76 169 ± 14 73 ± 5 10.083 ± 0.81
60 D3 1 98.02 753 ± 38 158 ± 27 7.685 ± 0.39
55 D3 1 67.20 446 ± 31 144 ± 23 6.63 ± 0.46
50 D3 1 84.28 552 ± 39 166 ± 31 6.55 ± 0.46
45 D3 1 330.06 1981 ± 58 251 ± 37 6.00 ± 0.18
40 D3 1 101.45 448 ± 33 105 ± 25 4.42 ± 0.32
35 D3 1 144.49 511 ± 33 90 ± 25 3.54 ± 0.23
30 D3 1 348.15 997 ± 33 57 ± 11 2.863 ± 0.096
25 D3 1 228.66 378 ± 26 63 ± 17 1.65 ± 0.11
20 D3 1 339.83 358 ± 20 27 ± 8 1.055 ± 0.060
15 D3 1 393.58 176 ± 13 18 ± 1 0.446 ± 0.034
60 D3 2 849.47 5920 ± 85 596 ± 36 6.97 ± 0.10
50 D3 2 350.26 1925 ± 45 59 ± 11 5.50 ± 0.13
45 D3 2 193.79 875 ± 30 5 ± 2 4.51 ± 0.15
30 D3 2 656.16 1349 ± 37 46 ± 3 2.056 ± 0.056
60 D3 3 688.48 4753 ± 70 521 ± 11 6.90 ± 0.10
55 D3 3 112.00 1023 ± 35 238 ± 13 9.13 ± 0.31
50 D3 3 304.28 1459 ± 38 39 ± 3 4.80 ± 0.13
45 D3 3 389.45 1476 ± 38 36 ± 3 3.791 ± 0.099
40 D3 3 136.94 714 ± 27 25 ± 2 5.21 ± 0.20
35 D3 3 110.84 423 ± 21 19 ± 3 3.82 ± 0.19
30 D3 3 1346.33 2489 ± 50 111 ± 3 1.849 ± 0.037
25 D3 3 367.27 456 ± 21 51 ± 2 1.243 ± 0.058
20 D3 3 263.30 176 ± 13 32 ± 1 0.669 ± 0.050
15 D3 3 524.92 169 ± 13 49 ± 1 0.322 ± 0.025
10 D3 3 761.63 167 ± 13 80 ± 1 0.219 ± 0.017
40 D2 3 604.97 1944 ± 48 904 ± 20 3.214 ± 0.080






[1] Y. Toriyabe et al., Phys. Rev. C 85, 054620 (2012).
[2] E. Yoshida, 液体 In 中の低エネルギーD＋D反応の研究, 修士論文 (2010).
[3] K. Fang et al., JPSJ 80, 084201 (2011).
[4] S. Engstler et al., Phys. Lett. B 202 179 (1988).
[5] S. Engstler et al., Phys. Lett. B 279 20 (1992).
[6] U. Griefe et al., Z Phys. A 351 107 (1995).
[7] J. Kasagi et al., J. Phys. Soc. Jpn. 64, 3718 (1995).
[8] F. Raiola et.al., Phys. Lett. B 547, 193 (2002).
[9] F. Raiola et al., Eur. Phys. J. A 13, 377 (2002).
[10] K. Czerski et al., Europhys. Lett. 54, 449 (2001)
[11] K. Czerski et al., Europhys. Lett. 68, 363 (2004)
[12] K. Czerski et al., Eur. Phys. J. A 27, 83 (2006)
[13] G. Gamow., Z. Phys. 47, 7 (1975).
[14] A. Krauss et al., Nucl. Phys. A465, 150 (1987).
[15] F. E. Cecil et al., Phys. Rev. C 47, 1178 (1993).
[16] W. R. Leo, Techniques for Nuclear and Particle Physics Experiments.
[17] E. Fermi and E. Teller, Phys. Rev. 72, 399 (1947).
[18] H. H. Andersen and J. F. Ziegler, Hydrogen stopping powers and ranges in all elements,
Pergamon, New York (1977)
[19] J. F. Ziegler, Helium stopping power and ranges in all elements, Pergamon, New York
(1977)
[20] C. Varelas and J. Biersack, Nucl. Inst. Meth. 79, 213 (1970).
[21] Dong Nyung Lee., Materials Sci and Eng. 51, 213 (1981).
[22] S. Kimura, N. Takigawa, M. Abe and D. M. Brink, Phys. Rev. C 67, 022801 (2003).
104 第 9章 付録
[23] 滝川昇, 木村幸恵., J. Plasma Fusion Res. Vol. 79, No.9, 891 (2003).
[24] J. Kasagi et al., J. Phys. Soc. Jpn. 64, 3718 (1995).
[25] F. Raiola et.al., Phys. Lett. B 547, 193 (2002).
[26] F. Raiola et al., Eur. Phys. J. A 13, 377 (2002).
[27] F. Raiola et al., Eur. Phys. J. A 19, 283 (2004).
[28] C. Kittel著、宇野良清、津屋昇、森田章、山下次郎共訳、『キッテル固体物理学入門 (上)』、
丸善株式会社 (1998).
[29] 一丸節夫、『プラズマの物理』、産業図書株式会社 (1981)







































106 第 9章 付録
直接の面識はありませんが、核物理学・凝縮系核科学グループに在籍されていた多くの先輩方
の実験及び解析の積み重ねによって本研究を行うことができました。ありがとうございました。
電子光理学研究センター内の他の研究グループスタッフの皆様や卒業された先輩方にはセミ
ナーなどの様々な場面で細やかな御指導をして頂けました事を心より感謝致します。また、事
務および安全管理の皆様には様々な手続き等でご迷惑をお掛けすることがありましたが、皆様
のおかげで修士課程を無事に終えることができました。ありがとうございました。
最後に大学院まで通わせてくれた家族と、色々な場面で助け支えてくれた友人達に感謝いた
します。ありがとうございました。
